
目
標
値

1. 県産業人材育成プラン2.0の数値目標「５年間（R3～R7年度）で延べ8,000人に講座・訓練実施」を基に設定している。
2. 同プランの数値目標「５年間で延べ18,000人に講座・訓練実施」を基に設定している。
3. 同プランの数値目標「５年間で延べ1,100人に訓練実施」を基に設定している。
4. 同プランの数値目標「Ｒ７年度までに就職率100％」を基に設定している。
5. 同プランの数値目標「Ｒ７年度までに就職率95％」を基に設定している。

設
定
理
由

成
果
指
標

1.デジタル人材育成の取組の状況を把握するための指標
2.リカレント教育の取組の状況を把握するための指標
3.全員参加型社会の実現に向けた職業訓練の状況を把握するための指標
4～5. 職業訓練が学卒者や求職者の就職を目標とするものであるため、職業訓練の有効性を図るための指標

↘ 93.0 95
職員数（人） 106.0 106.0

5
技術専門校（普通課程）修了者の
就職率

％ 95.9 ↗ 92.2

 決　算　額（B） 769,091

211,097

4
工科短期大学校（専門課程）修了
者の就職率

％ 98.0 ↘ 97.3 ↘ 98.0 100

↘ 248 180
予算案

うち一般財源 192,785

2
県関与のリカレント（リスキリング）
講座・訓練の受講者数

人 3,062 ↗ 1,906

177,453
要求

3
特別な支援を要する方々の受講
に配慮した訓練コースの受講者数

人 194 ↗ 190

↘ 2,216 3,300

予算案

1,119,724

1
県関与のデジタル分野の講座・訓
練の受講者数

人 1,146 ↗ 683 ↘ 995 1,580

R４年度
目標値

予
算
額

前年度繰越 0 0

当初予算

合計（A) 1,120,256 1,128,419
要求 1,119,724

【DX】工科短期大学校等において信州ITバレー構想の推進に資するAI・IoT等にかかる学習内容の充実
【DX】デジタル分野のリスキリングなど企業の人材育成ニーズに対応した在職者訓練の充実
【ゼロカーボン】工科短期大学校や技術専門校での、省エネ化のためのLED照明の導入、EV（電気自動車）の導入、EV用充電器（公共用）
の設置等
【共生社会づくり・学びの県づくり】障がい者の就業を促進するため、多様な職業訓練を実施

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし、―：数値なし ］

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区分（単位：千円） R２年度 R３年度 R４年度

No 成果指標

1,115,626 1,128,419
要求

単
位

R１年度
推
移

R２年度
推
移

R３年度
（見込）

予算案

補正予算 4,630 0

２　令和４年度事業内容

予算のポイント
・

主な取組
（予定）

✓新規学卒者向け職業訓練
・工科短期大学校、技術専門校において、新規学卒者を主な対象として、就職に必要な技能・知識を習得するための職業訓練を実施。
・工科短期大学校でのＡＩ、ＩｏＴ等のカリキュラムの充実と学科名の改正や、岡谷技術専門校での女性も受けやすい訓練科の新設。
・定員充足率の向上のため、南信工科短期大学校において理系女子を増やすためのイベント等のＰＲ事業を実施。
✓デジタル革新に挑むDX人材育成講座
・工科短期大学校を拠点に県内大学等と連携したオンライン講座を新たに開催し、幅広い学生をDX人材として育成。
✓在職者訓練事業
・ものづくり産業の技術力向上、若年技術者等の育成を図るため、工科短大・技専校において実施する在職者向けの講座について、デジ
タル分野を中心に訓練コース数、定員数を拡充。
✓民間活用委託訓練事業
・民間教育訓練機関等に委託して実施する求職者向け職業訓練について、幅広い業種にニーズの高いＩＴ分野などの成長分野の訓練
や、人手不足が顕著な介護、建設等の分野の充実を図り、求職者の早期就職を支援。

これまでの
取組

(1) 産業構造・社会環境の変化を踏まえた職業能力開発の推進
(2) 労働者の自律的・主体的なキャリア形成の推進、全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の支援
(3) 技能振興・継承の促進

令和３年度
の点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

技術専門校運営事業
工科短期大学校・南信工科短期大学校運営事業
・技術専門校や工科短期大学校は、就職率は高いものの、定員充足
率が低迷しており、学科や訓練科の魅力を向上させる取組が重要。
在職者訓練事業
民間活用委託訓練事業
・社会経済環境の変化に対応した訓練が必要。

技術専門校運営事業
工科短期大学校・南信工科短期大学校運営事業
・地元産業界のニーズ等を踏まえ、学科やカリキュラムを見直し、校
の魅力を向上。
在職者訓練事業
民間活用委託訓練事業
・デジタル等の成長分野の職業訓練の充実。

目指す姿

「学び」により能力を高め、社会経済環境の変化に適応できる産業人材を育成
(1) 新たな日常や産業集積等に対応したデジタル人材育成の強化
(2) 社会経済環境の変化に対応した求職者、在職者に対するリカレント教育の充実
(3) 技能が尊重され、若者が技能者を目指す社会づくり

総合的に展開
する重点政策

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

総　合　５　か　年　計　画（　し　あ　わ　せ　信　州　創　造　プ　ラ　ン　2.0　）

８つの
重点目標

①付加価値を高め、経済成長を実現

⑥様々な人の労働参加を全国トップに

～ E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

ＤＸ、ゼロカーボン、
共生社会づくり、
学びの県づくり
に資する取組

事　業　名 工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業
部局 産業労働部 課・室 産業人材育成課

実施期間

事業番号

１　現状と課題

07 06 02 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

mailto:jinzai@pref.nagano.lg.jp


07 06 02

実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新規機器の導入を実施。直接

2 民間活用委託訓練事業費
597,403 620,758

要求 575,549

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

3 指導員研修の実施 職業訓練指導員の資質向上のため、研修を実施。直接

1
民間教育訓練機関等への委
託により職業訓練を実施

Ｒ４年度
当初予算

千円 千円 千円

4
在職者訓練（スキルアップ講
座）の実施

ものづくり産業の技術力向上、若年技術者等の育成を図るため、在職者向けの講座
を実施。

直接

2 施設・機器の整備

3

2

直接

千円 千円 千円

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算

1
職業訓練（施設内訓練）の実
施

事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業　名 工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業 部局 産業労働部 課・室 産業人材育成課

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

1 技術専門校運営事業費
233,429 193,561

要求 256,737

主に新規学卒者や求職者の、ものづくり分野等への就業を促進するため、職業訓練
を実施。
普通課程（１～２年）12コース　定員250人
短期課程（６か月）　7コース　定員55人

職業能力開発コーディネー
ター等の配置

委託訓練を効果的に実施するために、コーディネーターや推進員６名を雇用し、技術
専門校や工科短期大学校に配置。

直接

求職者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に委託し、多様な職業訓練を
実施。　コース数　106コース　定員1,446人

委託

No. 細事業を構成する主な取組



07 06 02事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業　名 工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業 部局 産業労働部 課・室 産業人材育成課

3
「デジタル革新に挑むDX人
材育成講座」の開催

工科短大を拠点に県内大学等と連携したオンライン講座（ITスペシャリストによる講座
等）を開催し、幅広い学生をDX人材として育成。

直接

1 職業訓練の実施

主に新規学卒者の製造業などへの就業を促進するため、専門的な職業訓練を実
施。
　専門課程（２年）　２コース　定員40人
　短期課程（６か月）２コース　定員20人

直接

5 南信工科短期大学校運営事業費
95,478 124,703

要求 76,718

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

千円 千円 千円

職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新規機器の導入を実施。直接

1 職業訓練の実施
主に新規学卒者の製造業などへの就業を促進するため、専門的な職業訓練を実
施。
　専門課程（２年）　４コース　定員80人

直接

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

千円 千円 千円

3

障がい者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に委託し、多様な職業訓練を
実施。　コース数　118コース　定員186人

2
障がい者職業訓練コーディ
ネーター等の配置

Ｒ４年度
当初予算

1

2 施設・機器の整備 職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新規機器の導入を実施。直接

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

4 工科短期大学校運営事業費
118,774 117,127

要求 135,118

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算

3 障がい者民間活用委託訓練事業費
70,542 72,270

要求 72,491

委託

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

委託訓練を効果的に実施するために、コーディネーターやコーチ８名を雇用し、技術
専門校や工科短期大学校に配置。

直接

民間教育訓練機関等への委
託により職業訓練を実施

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

2 施設・機器の整備



07 06 02事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業　名 工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業 部局 産業労働部 課・室 産業人材育成課

1 教授等の研修
校の教授等が職業能力開発大学校等にて研修を受講して、専門知識、指導技法の
向上を図る。

直接

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

千円 千円 千円

6 工科短期大学校研修事業費
0 0

要求 3,111

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算


